
山形県域完全地デジ化最終行動計画

～平成２３年７月２４日、アナログ放送終了へ～

平成２３年５月２４日
山形県地上デジタル放送推進会議
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基本的考え方

地上テレビ放送の完全デジタル化（平成２３年７月２４日のアナログ放送終
了）まで残り２か月、カウントダウンの段階に突入。

平成２２年１２月実施の浸透度調査によれば、山形県内の地上デジタルテレビ
放送対応受信機器の世帯普及率は９４.８％にまで達したものの、全国平均の
９４.９％に比べれば遅れており、更なる推進強化が必要。

今後は、「地デジが視聴できない世帯」の状況を把握し、当該世帯を減らすた
めの各種対策を講じていく。

具体的には、難視地区の解消、ビル陰や辺地等の共聴施設対策、低所得世帯へ
の支援（非課税世帯向けへ支援対象を拡大）、いわゆる「サイレント層」を含む
高齢者等への支援等を更に強化し、きめ細やかに取り組む。

残りの日数、山形県内の関係者が一丸となって、本行動計画に掲げた取組を着
実に進めることにより、県民に混乱を生じさせることなく、円滑に完全デジタル
化を達成。



完全デジタル化に向けた現状及び今後の取組等 ①

課 題
現 状

（平成22年末）
具体的課題（問題） 今後の取組

１．受信機器の [山形県] ・世帯普及率の向上 ・アナログ放送における常時告知スーパーの訴求

普及
・世帯普及率 ９４．８％ ・高齢者等の未対応世帯への

対応
力強化

・アナログ放送画面を通じた徹底周知の実施
・全国平均 ９４．９％ ・所得間格差の解消（低所得 ・地上デジタル放送の魅力、受信方法や受信機器
・東北平均 ９２．７％ 世帯における普及） 普及につながる情報等を番組で集中的に取り

→項目「２」 上げ
・アナログ放送終了直前期（７月）において、全

放送局でアナログ放送画面を通じた特別周知
を検討

・高齢者等に対する支援（戸別訪問、地デジ相談
会、臨時相談コーナーの設置等）

・「完全デジタル化に向けた最終国民運動」
（「地デジボランティア全国声かけ・念押し
運動」等）の推進

２．低所得世帯へ ・申込件数 ６千件 ・市町村民税非課税世帯への ・ＮＨＫ受信料全額免除世帯に対するチューナー

の支援
支援拡大に係る周知広報の
徹底

及びアンテナ工事の無償提供
・市町村民税非課税世帯に対するチューナーの無

・支援の速やかな実施 償提供（１月２４日申込受付開始）及び設置
方法等に関する電話サポート

・対象者への周知（常時告知スーパー、スポット
ＣＭ等）（放送事業者）

・申込世帯への早期の接触の徹底と速やかな支援
実施



完全デジタル化に向けた現状及び今後の取組等 ②

課 題
現 状

（平成22年度末）
具体的課題（問題） 今後の取組

３．デジタル中継 ・累積３１ヶ所の中継局

局の整備
（１７５局）が開局 ―― ――

世帯カバー率
９８％

４．新たな難視 ・地区数：１４１ ・アナログ放送終了までの対 ・補助金による中継局整備支援及び共聴施設整備

(1) 新たな難視
・世帯数：１,６６９ 策実施

・視聴者等からの申告により
等受信側対策支援

・対策実施の進捗管理
判明する難視の対策実施 ・対策計画の早期策定と迅速な実施

・恒久対策の早期策定 ・暫定的な衛星対策の活用

(2) 暫定的衛星
対策（ホワイ
トリスト）

・世帯数：７７２ ・アナログ放送終了までの対
策実施

・恒久対策の早期策定

・対策の迅速な実施
・対策実施の進捗管理



完全デジタル化に向けた現状及び今後の取組等 ③

課 題
現 状

（平成22年末）
具体的課題（問題） 今後の取組

５．受信環境の ・対応済 ・障害継続地域における残存 ・助成金による改修等支援（総務省、ＮＨＫ）

整備
施設： ９９．４％
世帯（推計）：97.9％

共聴施設への対応
・障害解消施設での個別受信

・総合コンサルティング、無料法律家相談の実施
・受信障害解消地域の住民への周知等（エリア対

(1) 受信障害 移行 策、常時告知スーパー、スポットＣＭ、簡易ア

対策共聴
（ビル陰）

・計画あり
施設： １００％
世帯（推計）：100％

・対応未了施設への対策 ンテナ貸出、受信調査結果の公表等）
・ビル陰解消地域のアンテナ設置キャンペーン

（ＮＨＫ）
・無料の受信状況調査の実施
・暫定的な衛星対策等の活用

(2) 集合住宅 ・対応済 ・未対応の多くを占める小規 ・住民への周知（常時告知スーパー、スポットＣ

共聴
施設： ９９．１％
世帯（推計）：99.0％

模・低層や老朽化した集合
住宅への対策

Ｍ等）（放送事業者）
・助成金による改修等支援

・受信障害解消地域の集合 ・未対応集合住宅のオーナーへの直接訪問
住宅の対応促進 ・不動産管理会社への働きかけ

(3) 辺地共聴 ・対応済 ・補助事業の円滑な実施 ・補助金による改修等支援

（自主）
施設：
世帯：

９８．３％
９９．７％

・暫定的な衛星対策等の活用

・計画あり
施設： １００％
世帯： １００％

(4) 戸建住宅 ・対応済 ・アンテナ未対応世帯への早 ・住民への周知（常時告知スーパー、スポットＣ
世帯（推計）： 期対応促進 Ｍ等）（放送事業者）

９９．３％ ・アンテナ・キャンペーン（家電量販店等の店頭
におけるアンテナ診断会、簡易アンテナの貸出
し等）の実施



完全デジタル化に向けた現状及び今後の取組等 ④

現 状
課 題 具体的課題（問題） 今後の取組

（平成22年末）

・デジサポ山形における ・電話相談、問合せの増加へ ・臨時相談コーナーを各自治体のロビーなどに設６．最終サポート
コール受信 の対応 置（３６箇所予定）し、迅速な相談体制とす

体制 ・相談会４５１回 ・ビル陰共聴エリア内の地デ る。
・電商組の地デジサポー ジ化未対応世帯への対応。 ・ビル陰エリア内をローラー活動により、未準備
ター（約２５０名） ・新たな難視未登録地区から 世帯に地デジ化に向けた適切なアドバイスを実

の相談対応。 施
・高齢者、独居老人などへの ・地デジボランティアによる声かけ・念押し運動
対応。 の展開。県内の民生委員などに働きかけ中

・戸別訪問により、高齢者、独居老人に対する最
終レスキュー

・地形による受信不良地区からの相談については、
迅速な対応で、改善困難な場合は、新フロー
によるＳＮ対応

・最終段階で混乱が生じないような危機管理体制
の確立
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地上デジタル放送推進状況（各種ロードマップ）【山形県】

２００７ ２００８ ２００９ ２０１０

放送局による
世帯カバー率

中継局所数
（局数）

【親局放送開始】
ＮＨＫ：２００５年１２月
民 放：２００５年１２月
（一部２００６年６月）

８ヶ所
（３９局）

５ヶ所
（２１局）

１２ヶ所
（６７局）

６ヶ所
（２８局）

２００５～

エリア整備の
推移

辺地共聴
進捗率

※辺地共聴にはＮＨＫ
共聴を含まない。

第10次行動計画（2009.12.1）の目標値

ロードマップ（調査値：2010.12.31現在）：計画ありを含めると100％

受信障害共聴
進捗率

集合住宅共聴
進捗率

合計：３１ヶ所
※ （１７５局）

２０１１

第10次行動計画（H21.12.1）の目標値

ロードマップ（調査値：2009.9.30 現在）
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第10次行動計画（2009.12.1）の目標値

ロードマップ（調査値：2011.3.31現在）：計画ありを含めると100％
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ロードマップ（調査値：2011.3.31現在）：未定施設
のデジタル化促進

地デジ受信機
世帯普及率

第10次行動計画（2009.12.1）の目標値

浸透度調査結果：エコポイント等の活用
による受信機の普及促進

※2008年度以前は未調査

２００６年：４ヶ所（２０局） ※ 同一ヶ所で各放送事業者が異なる年度で整備しているため合計は一致しない。

（ ）内は、ケーブルテレビ加入、共聴施設新設、エリア外で実態的に受信可能な世帯を推測して加えた世帯カバー率
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６１８施設
（2011.3.31現在）

対応済み：614施設
計画あり：4施設

未定：なし

１２，４２５施設
（2011.3.31現在）

対応済み：12,308施設

１２０施設
（2011.3.31現在）

対応済み：118施設
計画あり：2施設

未定：なし

全国：94.9%
東北：92.7%

［２０１１．４．２７現在］

全国：95.9%（岩手・宮城・福島除く）
東北：99.1%（岩手・宮城・福島除く）

全国：98.4%（岩手・宮城・福島除く）
東北：97.2%（岩手・宮城・福島除く）

全国：97.4%（岩手・宮城・福島除く）
東北：99.7%（岩手・宮城・福島除く）



地上デジタル放送局（中継局）整備状況／難視対策計画等 【山形県】

1

2

２０１０年度開局中継局

3

4

5

6

放送事業者 リモコン番号

ＮＨＫ総合（NHK-G） １

ＮＨＫ教育（NHK-E） ２

山形放送（YBC） ４

山形テレビ（YTS） ５

テレビユー山形（TUY） ６

さくらんぼテレビジョン（SAY） ８

真室川高坂（SAY除く）

尾花沢牛房野（SAY除く）

朝日東岩本

簗沢（NHK-G/E,YBCのみ）

白鷹黒鴨（SAY除く）

米沢館山（TUY,SAY除く）

※ 「戸沢局」はＴＵＹ，ＳＡＹを除く
※ 「東天道局」はＳＡＹを除く

1

23

4
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6 難視地区対策計画（2011.3.31現在）：１４１地区（１，６６９世帯）
混信対策計画（2011.2.22現在）：６地区（１８９世帯）
暫定的難視聴対策（2011.3.31現在）：７７２世帯


